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　 突然発生する災害に対応する被災地方公共団体の職員の苦労は、 計り 知れないものがあり ます。 災害対応に

より メ ンタ ルヘルス不調に陥る職員を最小限に抑えるためには、 災害が起きたと きに組織と し てどのよう に対

応するのか、 予め対策を講じておく こと が重要です。 今回、 先のページでご紹介し た団体以外の被災地方公共

団体からも 、 広く 被災後の職員のメ ンタ ルヘルス対策について伺いました。 それぞれの団体が組織の状況に合

わせた機知に富む対策を講じ ていまし たが、 それらの対策には共通するポイント があると 思われますので、 以

下にご紹介します。 具体的な取組方法を検討する際に是非お役立てく ださい。

大規模災害時のメ ンタルヘルス対策を
効果的に進めるためのポイント 　

～被災地方公共団体の取組実例から～

＜発災直後の短期的支援＞

質問紙による災害スト レステスト

　 多く の地方公共団体で発災後 1 ヵ 月程度を目安に、 主に急性スト レス障害、 PTSD のスクリーニングを目的とした災害ス

ト レステスト を行っていた。 どの団体も質問数が少ない質問紙を採用し 、 業務負荷が増した中でも行いやすいよう 配慮して

いた。 熊本市では独自に自由記載欄を設けていたが、 自由記載欄から急性スト レス障害、 PTSD 以外のリ スクや職場環境要

因の把握が可能となることがある。 実際、 熊本市では生活の不安、 家庭の状況、 職場環境要因等も明らかになっていた。 ま

た、 女川町では、 発災直後から数年にわたり 、 課長による課員の心身状況の把握を目的として、 スト レステスト を実施した

う えで課長が課員の気になる点を就労状況確認票にまとめて産業医に報告し 、 助言を得ていた。

面接の重視

　 ほぼすべての団体で、 災害スト レステスト の結果を踏まえ、 医師、 保健師、 看護師、 臨床心理士等の産業保健スタッ フが

ハイリスクと判定された職員と面接して詳細な状態を把握し 、 必要に応じて、 専門医の受診勧奨や継続してフォローを行う

ことにより 、事態の悪化を防いでいた。 また、ハイリスクと判定された職員だけではなく 、全職員に面接を行った団体もあっ

た。 直接会う ことで職員の状態をより詳し く 把握できるだけではなく 、 職員からすると 「 見てく れている」 という 安心感が

得られ、 面接が職場環境について率直な意見を伝える貴重な場として機能していた。

災害スト レステスト 及び面接の結果の活用

　 災害スト レステスト と面接を通じて、 職員の状態と周囲の環境をかなり詳し く 把握することにより 、 リスクマネジメ ント

を行っていた。 例えば、 被災後は部署間で業務負担感に差が生じたり 、 職員が自身のことを後回しにしたりすることでスト

レスが増幅する傾向があるが、 災害スト レステスト と面接を通じて実態を把握することにより 、 部署間の業務負担差の解消

や、 職員本人の休暇・ 罹災証明取得の促し等、 各職員の困り ごとや実情に応じた対策に繋げていた。

＜中長期的支援＞

アセスメ ント ツールの継続的なクロス活用

　 益城町では、「 職員健診時の自覚的スト レスチェ ッ ク（ 7 月）」、「 法定スト レスチェ ッ ク（ 11 月）」、「 災害スト レステスト （ 被

災直後、 翌年度からは 3 月）」 を活用し 、 各職員の心の状態の変化を短期スパンで把握することで、 職員のメ ンタルヘルス

不調の未然防止、 早期発見・ 早期対応に役立てている。 また、 多く の団体で時期をずらして様々なアセスメ ント を行う こと

により 、 メ ンタ ルヘルス不調者のスクリ ーニング精度を上げている。 法定スト レスチェ ッ クは実施率が 9 割を超える点が

強みだが、 年に 1 回の実施が多く 、 本人がスト レスチェ ッ ク後の面接を希望しないと対策に繋げにく いという 弱みがある。

アセスメ ント ツールを複層的に活用することで、 こう した弱みを補っている。
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創意工夫による医師面接や補助面接の活用

　 医師面接の実施率の低さは官民問わず全国的な課題だが、 被災地方公共団体では様々な工夫がなされていた。 川内村では

「 高スト レス判定が周囲に分かるのでは面接を希望しにく い」 と考え、 全員を面接対象にしている。 益城町では、「 高スト レ

ス者全員に面接を受けてもらう 」 ことを前提として、 予め面接日程を指定し、 その後庁内メ ールで数回連絡を取り 合い面接

日程の調整をしている。

スト レスチェ ッ クの集団分析結果の有効活用

　 いわき市では、 スト レスチェ ッ クの集団分析を実施したすべての職場において、 分析結果を基に職場環境改善計画を作成

している。 各職場に作成を一任せず、 外部コンサルタント が分析結果の見方と活用について研修し 、 また、 すべての職場環

境改善計画の評価に対してフィ ード バッ クを行う 等して、 PDCA サイクルを回している。 こう した工夫は他の団体でも見ら

れた。 福島県では集団分析結果の見方について研修し 、 分析結果の発送通知に見方や職場環境改善のヒント を添付すること

で、 分析結果に対する理解を促し 、 対策に繋げられるよう 工夫している。 西予市では部署のキーパーソンである部長職に所

属課長への助言、 指導を依頼し、 職場環境改善に向けた実現性の高い対策に繋げている。

　 いわき市によると 、 集団分析結果の活用に積極的に取り 組んでもらう ために、 ことあるごとに「 集団分析結果は所属長の

成績表ではない、 課題を見つけ対策する事が目的」 と管理職に伝え続ける必要性があるとのことであった。 メ ンタルヘルス

対策には、 病休者数等、 目先の数値にとらわれない視点も必要である。

＜その他の重要事項＞

リ ーダーシッ プ

　 こう した取組は、強力なリーダーシッ プの下に行われていた。 被災後の混乱時には、職員が非日常的なスト レスに晒され、

心の余裕を失う 状況であると推察されるが、 そのよう な中でも巡回をしたり 、 職場に介入したりする必要が生じることもあ

る。 今回紹介した団体においても、 人事や労務・ 安全衛生管理の責任者や担当者はもちろん、 首長が率先して決意と熱意を

示し、 取組を主導しており 、 被災後の混乱でメ ンタルヘルス対策を推進するには、 リーダーシッ プは欠かせない要素となっ

ている。

専門家の活用

　 熊本市や益城町、 川内村では産業保健スタッ フも対策をリード している。 また、 いわき市では外部コンサルタント が中心

的な役割を果たしている。 効果的な支援を行う ためには、 専門家の活用が必要不可欠である。 平時から地域のことを熟知し

た専門家と信頼関係を構築しておく ことが望ましい。

＜平常時の対策＞

大規模災害を想定したアセスメ ント ツールの整備及び面接対応人員の確保

　 大規模災害発生時、 被災地方公共団体の職員は極めて多く の業務量に追われることとなる。 災害スト レステスト の質問紙

の選定、 実施方法や評価基準の整備を予め行う とともに、 被災後に多く の職員に面接が行えるよう 専門家を確保する方法を

検討しておく 必要がある。 こう したアセスメ ント ツールの整備や面接対応人員の確保を含めて、 大規模災害時の職員のメ ン

タルヘルス対策を、 平時から策定しておく ことが求められる。


